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企業価値を高める環境経営とは   

    ～「環境格付」の視点から～ 

2013年11月18日 

 

 

環境金融に関する説明会 



設立       2008年 （平成20年）10月1日  

             （旧日本開発銀行 1951年（昭和26年）設立） 

                 （旧北海道東北開発公庫 1956年（昭和31年）設立） 

                 （旧日本政策投資銀行 1999年(平成11年)設立) 

代表取締役社長  橋本 徹 

職員数       1,168名（2013年3月末） 

資本金       1兆2,069億5,300万円（全額政府出資） 

本店所在地     東京都千代田区大手町一丁目９番６号 

支店・事務所等      国内支店10、事務所8、海外拠点3 

総資産額             16兆1,838億円（2013年3月末） 

貸出金残高     14兆154億円（2013年3月末） 

自己資本比率    15.02%（国際統一基準） （2013年3月末） 

日本政策投資銀行プロフィール 



 財務情報のみならず、
非財務情報を積極的に
取り込むことで、企業価
値（経済的価値）をより
適切に評価する 
 

 地域・世界の持続可能
な社会の実現（社会的
価値） 

＜レジリエンスの向上＞ ＜家計の維持・ 
  財政負担の軽減＞ 

企業価値向上 

環境格付 
（環境リスク） 

ＢＣＭ格付 
（事業継続リスク） 

健康経営格付 
(人的生産性リスク) 

＜環境への好影響＞ 

 

 
世界 

地域 
・・・・持続可能な社会の実現 
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経済的価値と社会的価値
の同時向上 

 DBJ評価認証型融資の体系と意義 
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商品名称 環境格付融資 BCM格付融資 健康経営格付融資 

開始年次 2004年4月～ 
旧：2006年4月～ 
新：2011年8月～ 

2012年3 月～ 

累計実績 385件、約6,500億円 
（2013年9月末時点） 

112件、約1,000億円 
（2013年9月末時点） 

5件、約150億円 
（2013年9月末時点） 

 DBJ評価認証型融資の概要 

環境経営／CSR 人的生産性／健康 防災／減災／事業継続 
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１．環境経営と金融の関わり 



環境金融とは 

 金融市場が効率的ならば・・・ 
   
 → 環境への取り組みは速やかに企業評価に反映される。 
   ①フリーキャッシュフローの増加期待（企業価値の増大） 
   ②コスト削減期待 
   ③環境リスクへの対応：キャッシュフローの変動リスクを低減 
    

 反対に、環境への配慮（外部性）がコストセンターと 
  してのみ捉えられると・・・ 
 
 → 環境経営の成果（環境効率の改善）は価格に反映されない。 

環境に配慮した経営はシグナリング効果を持ちえているのか？   
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環境金融とは、金融市場を通じて環境への配慮に適切な誘因を与え
ることで企業や個人の行動を環境配慮型に変えていく手法 



ＷＢＣＳＤによる７つの仮説 

1. 持続可能な発展には、長期的な投資資本回収の視点が必要である。金融市場
はとかく短期的な成果を追求する。 

2. 環境効率を重視した経営は、将来的な発展可能性を選択するものであり、現
在の企業収益は相対的に低下する。金融市場は、将来的に可能性のある企業
よりも、現在高収益を上げている企業を優遇する。 

3. 資源コストが低く、企業他環境汚染の費用の大部分を「外部化」できること
を考慮すれば、環境効率を追求することによって利益率は上がらない。金融
市場は環境効率的な経営を行っている企業を特に歓迎するということはない。 

4. 持続可能な発展には、発展途上国に対する巨額の投資が必要になる。記入市
場は発展途上国の投資に対して高率のリスクプレミアムを課す。 

5. 雇用に対して高率の税金をかけることによって、労働生産性が上昇し、失業
が増加する。一方、資源コストが低いと、効率的な資源利用を行うインセン
ティブが生じにくい。 

6. 現行の会計や財務報告の基準によれば、企業がさらされている環境リスクや
環境から企業が得ることのできる便益は十分に伝わらない。金融市場は、こ
のような偏った情報に基づいて企業業績を判断せざるをえない。 

7. 持続可能な発展とは将来性を重視したものである。金融市場はとかく将来を
過小評価しがちである。 
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（出所）世界環境経済人協議会（WBCSD）編「金融市場と地球環境」 
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名称 概要 

UNEP FI 
環境と持続可能な発展に関
する金融機関声明 

UNEPFI加盟金融機関による持続可能な発展のための基本姿勢
を示したもの。将来世代と現在世代の利害をバランスさせるため
には、経済社会の発展と環境保全との積極的な相互作用を通じ
た持続可能な発展が重要であるとの共通認識を示し、このための
コミットメント、マネジメント、コミュニケーションのあり方を包括的
に提示している。 

責任投資原則（PRI） 国連アナン事務総長が金融界に提唱したイニシアティブ。機関投
資家の意思決定プロセスにＥＳＧ課題を受託者責任の範囲内で
反映させるべきという基本方針に基づく6つの原則を打ち出してい
る。 

赤道原則 プロジェクトファイナンスの判断に環境・社会配慮を組み込んだも
の。一定規模以上のプロジェクトを環境・社会面への影響に応じ
て3つにランク分けし、影響の多いものについてアセスメントなど
の管理を求めている。 

持続可能な社会の形成に向
けた金融行動原則 
（21世紀金融行動原則） 

持続可能な社会形成のために必要な責任と役割を果たしたいと
考える金融機関の一般的行動指針を定めたもの。環境省が取り
まとめたものであり、環境金融商品サービスの開発や法令遵守、
環境負荷軽減への取り組みなども盛り込まれている。 

環境経営に関する国際的合意 



9 

 
評価 

 

誘導 
（金融仲介機能） 

 
モニタリング 

 

財務的な信用度 
 将来の成長性 
 リスク etc 

社会に対する適
切な資金の供給・
配分 

与信債権管理 
コベナンツ 
条件変更 

環境経営度の評価 

金利優遇・IR効果等で
環境経営の後押し 

環境経営のPDCA 
エンゲージメント 
コンプライアンス 

 
金融の視点 

 

 
環境の視点 

 

 
金融機能 

 

環境経営普及・推進と金融機能の関係性 

 環境配慮経営を適切に評価し、市場に伝えるシグナリング効果の発揮 
 企業に気づきを与え、コミットメントを引き出すモニタリング機能の

発揮   
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２．環境管理と環境経営 



キーワード 

環境経営の変遷 
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1970年代 

1980年代 

1990年代 

公害防止 

政府規制への追随 

エンド・オブ・パイプ 

パラダイム 

環境対策＝コスト 

有害物質発生の未然防止 

プロセス／プロダクト転換 

直接規制から間接規制へ 

環境対策＝コスト削減 

 （proactive対応） 

地球環境サミット 

自主的対応へのシフト 

そのためのツールの登場 

（EMS、LCA、DfE） 

環境対策＝競争戦略 

現在？ 



ISO14001審査登録状況 
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（出所）日本工業標準調査会 



環境管理と環境経営 
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環境管理 

－環境汚染を出さないようにしよう 

廃棄物管理、化学物質管理、排水管理 

排ガス管理、騒音、振動、悪臭etc. 

環境経営 

＝環境リスクのコントロール 

＝環境管理＋経済効果の視点 

コスト管理 

企業価値向上（アップサイドの追求） 

守り 

攻め 
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JAB「2008環境ISO大会資料」 

従業員数 サンプル数 １位 ２位 ３位

  1 -  20 96 取引先からの要請 社会的責任 企業イメージ向上

 21 -  50 199 取引先からの要請 社会的責任 企業イメージ向上

 51 - 100 208 取引先からの要請
環境保全活動の
全社的推進

社会的責任

101 - 300 331 取引先からの要請
環境保全活動の
全社的推進

社会的責任

301 - 500 123 社会的責任
環境保全活動の
全社的推進

取引先からの要請

 501 - 1000 80
環境保全活動の
全社的推進

社会的責任 取引先からの要請

1001 - 2000 56 社会的責任
環境保全活動の
全社的推進

トップからの指示

2001以上 44 環境負荷の低減
社会的責任

環境保全活動の全社的推進

小

中

大

企業規模別の環境マネジメント認証取得動機 
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環境管理の徹底  

廃棄物管理の徹底（現地実査の回数増加、マニフェスト管
理の徹底等）  

排水処理レベルの高度化（設備投資）  

環境経営の高度化  

効果逓減 適合性審査維持の目的化  

環境対策の推進＝コスト削減、生産性の改善、差別化etc. 

効果を実感。不断のPDCAサイクルへ  

環境管理か環境経営か？ 



 ジレンマ 
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環境経営はマテリアルか？  

「環境」という要素の相対化（バウンダリー拡大、 

 ISO26000）  

環境管理への特化（ISO14001返上等） 

環境管理から環境経営へのシフト 

よりハイレベルな環境経営の追求 

環境活動の分化 
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２．ＤＢＪ環境格付融資の概要 
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 UNEP FI東京会議（DBJ共催）  2003年10月20・21日（月・火）  

 テーマ   「金融が持続可能な社会と価値の実現に向けて果たす役割」 
 

アジアで初めて開催されたUNEP FIの最重要会議 

国内外の主要な金融機関、国際機関、NGO・NPO等30カ国100機関から約490名 

が参加 

 

   

 

 

 

「DBJ環境格付」導入の背景 

＊UNEP（United Nations Environment Programme：国連環境計画） 
   1972年に設立された環境にかかる啓発活動、情報提供などを行う国連の組織 

＊UNEP FI（Finance Initiatives：金融イニシアティブ） 
   UNEPと金融関係機関との自主的協定に基づき、1992年に発足した任意団体 

 東京会議閉会に際し、世界各国のUNEP FI署名機関の総意として、 

コンファレンス・ステートメント【東京原則】を発表。 

 

 

 

 

 

 

     

 

     

                 

 ① 環境に配慮した投融資対象の選定 

 ② 環境に資する金融商品の開発 

 ③ 最適なガバナンス体制整備 

 ④ ステークホルダーとの対話 



お
申
し
込
み 

モ
ニ
タ
リ
ン
グ 

企業審査 契
約
締
結
・
与
信
実
行 環境 

スクリーニング 

与
信
判
断
・
条
件
決
定 

 通常の企業審査と並行して、格付評価を実施。 

 モニタリングにより融資後の規律付けも実施。 
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覚書締結 

DBJ環境格付融資 プロセス 

 東京原則を採択することを受け、DBJ環境格付を導入 
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Ａ　マネジメントシステム

Ｂ　コンプライアンス

Ｃ　リスクマネジメント

Ｄ　生物多様性・パートナーシップ

Ｅ　教育・社会貢献・雇用・健康等

Ｆ　情報開示

Ｇ　設備投資

Ｈ　エコプロダクツ

Ｉ　サプライチェーン

Ｊ　リデュース・リユース・リサイクル

Ｋ　地球温暖化対策

Ｌ　資源有効利用対策

Ｍ　水資源対策　　

Ｎ　化学物質管理　　

Ｏ　その他の環境負荷対策

評価項目

事業関連事項

経営全般事項

パフォーマンス
関連事項

【 スクリーニングシート概要（製造業）】   

DBJ環境格付融資 環境スクリーニングの概要 

 

 ｢経営全般｣｢事業関連｣｢パフォーマンス 
  関連｣の3分野、合計約120項目、 
   250点満点 
 
 業種特性を勘案し、業種毎に設問を 
  組み替えたスクリーニングシートを 
  用意 
 
 外部有識者のアドバイスを得ながら、 
  毎年改良作業を実施 
 
 
 
 
 
  



 格付評価と金利の設定 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 資金使途 

原則、通常のご融資と同様です。 

  Ｄ．環境への配慮に対する取り組みが 
        十分と認められる企業(Engagement)               

環
境
ス
ク
リ
ー
ニ
ン
グ
の
実
施 

対象外 

Ａ．環境への配慮に対する取り組みが 
      に          特に先進的と認められる企業                 

Ｂ．環境への配慮に対する取り組みが 
           先進的と認められる企業               

Ｃ．環境への配慮に対する取り組みが 
         十分と認められる企業               

融 
 

 

資 

特別金利Ⅱ 

特別金利Ⅰ 

一般金利 

          一般金利           
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DBJ環境格付融資 商品設計 

第1回エコプロ
ダクツ大賞授賞   

第15回グリーン購入大
賞・環境大臣賞 授賞   



22 

DBJ環境格付融資 アドバイザー委員 

氏 名 所 属 

岸本 幸子 氏 特定非営利活動法人パブリックリソースセンター 事務局長・理事 

末吉 竹二郎 氏 国連環境計画 金融イニシアティブ（UNEP FI） 特別顧問  

星野 眞 氏 公益財団法人世界自然保護基金ジャパン（WWFジャパン） 評議員 

堀内 行蔵 氏 法政大学人間環境学部 教授 

水口 剛 氏 高崎経済大学経済学部 教授 経済学部長 

５名の社外委員 
（50 音順、2013年3月31日現在） 

「環境格付」の評価内容の維持・改善を図って行くことを目的とし、環境分野に
おける専門家に環境アドバイザー委員に就任していただき、毎年、意見交換の場
を設けています。 
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３．環境格付融資の意義 
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2013/9末累計 約6,500億円 385件 

DBJ環境格付融資 実績推移 
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（億円） 

金額 件数 

（件数） 
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DBJ環境格付融資 ご利用企業様（2011年度以降の一部案件） 



1. 内部管理への活用 
 第三者による客観的な環境経営度評価 

 
 

2. ＣＳＲ面のＰＲ効果 
 環境経営に関するシグナリング効果 
 
 

3. 有利な資金調達 
 ランクに応じた金利優遇措置、利子補給制度の利用 
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環境格付融資の意義 



0

20

40

60

80

100

Ａ マネジメントシステム

Ｂ コンプライアンス

Ｃ リスクマネジメント

Ｄ 生物多様性・

パートナーシップ

Ｅ 従業員

Ｆ 情報開示

Ｇ 設備投資

Ｈ エコプロダクツＩ サプライチェーン

Ｊ リサイクル

Ｋ 地球温暖化対策

Ｌ 資源有効利用対策

Ｍ 水資源対策

Ｎ 化学物質管理

Ｏ その他の環境負荷対

策
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「DBJ環境格付」の得点率：赤枠は項目別得点率の平均 

環境格付融資の意義① 内部管理への活用 
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総合的視点からの環境経営度評価ツール 

環境格付融資の意義① 内部管理への活用 

0%

20%

40%

60%

80%

100%

04年度 05年度 06年度 07年度 08年度 09年度 10年度 11年度 12年度 

顧客属性別の実績（件数ベース） 
初挑戦 リピーター 
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評価結果のフィードバック 
 環境格付評価の詳細について、フィードバックを実施 

 他社の得点率との比較に基づく分析や最新トピックスを提供 

フィードバック資料（例） 

環境格付融資の意義① 



＊2005年度にランクアップを達成 
＊2004年度より1期を除いて毎年環境格付を取
得（8回） 

井関農機株式会社様 NECキャピタルソリューション株式会社様 

（出典）井関農機株式会社様ＨＰ 30 

環境格付融資の意義① （参考）ご融資事例 

井関農機様コメント 

「当社はISO14001を取得し、環境配慮型経営を進め
ているが、環境目標を定めるに当たって、今後何を
していくべきか検討する際の指針として、また環境
報告書の構成にもDBJ環境スクリーニングを活用し
ている。」 

＊2004年度より毎年環境格付を取得 

（出典）ＣＳＲレポート2012 



＊2006年度にランクアップを達成 
＊2005年度より1期を除いて毎年環境格付を取
得（8回） 

株式会社日本合成化学工業様 株式会社ティラド様 

（出典）季刊DBJ No.3 

（出典）日本合成化学工業様ＨＰ 
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環境格付融資の意義① （参考）ご融資事例 

日本合成化学工業様コメント 

「2005年度以来、連続して利用。当初はBランクで
あったが、年々、得点は上昇傾向にあり、化学業界
では初めて5年連続でAランクを受賞することが出来
た。 

環境格付融資は、積極的な環境経営の取組を代弁し
てくれる意味で有効。」 

＊2009年度、2012年度と環境格付を２回取得 
＊2012年度にランクアップを達成 

（出典）2013年 ティラド 社会・環境報告書 
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環境格付融資の意義② CSR面のPR効果 

０４年度 ０５年度 ０６年度 ０７年度 ０８年度 ０９年度 １０年度 １１年度 １２年度

１位 リース リース リース 化学 化学 化学 化学 一般機械

２位 紙・パルプ 紙・パルプ 輸送機械 一般機械 小売 小売

鉄鋼

化学

食料品 紙・パルプ 繊維 非鉄金属 輸送機械 一般機械 小売

窯業・土石

３位 化学 化学 鉄鋼 不動産 輸送機械 リース ガス リース

小売

輸送機械 鉄道 旅客輸送

ガス

輸送機械

化学

リース

「DBJ環境格付」の利用が多い上位３業種（社数ベース） 



日本海ガス様 HP プレスリリース 日本合成化学工業様  
「レスポンシブル・ケアレポート」 

関西スーパーマーケット様  
HP「第54期 中間報告書」 
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環境格付融資の意義② CSR面のＰＲ効果 

ミネベア様 HP「CSR・活動報告」 
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■ 企業とのネットワーク構築 

・飯野海運ステークホルダーダイアログ 
・清水建設ステークホルダーダイアログ 
・ＪＸ日鉱日石金属 有識者会議 
・ミネベアCSR報告書第三者意見  
・前田建設工業CSR報告書第三者意見 他 

環境格付融資の意義② CSR面のＰＲ効果 
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４．環境格付融資普及拡大に向けた取り組み 
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 持続可能な社会の形成に向けた金融行動原則（21世紀金融行動原則） 

 地球の未来を憂い、持続可能な社会の形成のために必要な責
任と役割を果たしたい考える金融機関の行動指針として策定。 

 本原則は業態、規模、地域などに制約されることなく、志を同じ
くする金融機関が協働する出発点となることも意図されている。 

 平成25年3月29日現在で186機関が署名。 

総会共同議長・運営委員会委員・WG座長   
ＤＢＪ 環境・CSR部長 竹ケ原啓介 

（預金・貸出・リース業務WGで議論されている今後の課題） 

①枠組みは出来たものの具体的な実践はこれから 
②規模の大小を問わず様々な金融機関が参加することで裾野の拡大を図る 

金融協働プロジェクトとして、環境シンジケートローン
を推進 

総会 

運営委員会 
預金・貸出・リース業務WG 

運用・証券・投資業務WG 

保険業務WG 

環境不動産WG 
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環境格付シンジケートローン 

DBJ環境格付を利用し、他金融機関と協調したシンジケ
ートローンを組成 

【事例紹介①】環境・復興支援シンジケートローン 

  NECキャピタルソリューション株式会社様 

 DBJ環境格付評価を活用し、東北地方を含む全国の地銀とシンジケートを組成 

 （シンジケートローンスキーム図） 

第15回グリーン購入大
賞・環境大臣賞 授賞   



大垣共立銀行

ＤＢＪ

滋賀銀行

京都銀行

百十四銀行

環境クラブメンバー環境スクリーニング

DBJによるモニタリング

環境クラブ型ｼﾝｼﾞｹｰﾄﾛｰﾝ
『エコノワ』

環境への取組みに
応じた優遇金利

ヤンマー

環境配慮型経営
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【事例紹介②】エコノワ 

 ヤンマー株式会社様  

（シンジケートローンスキーム図） 

環境クラブ型シンジケートローン『エコノワ』 
 企業が負担している環境費用・環境投資を資金使途とし、環境意識の

高い金融機関を中心に組成されるシンジケート・ローン。 

「エコノワ」とは 

 

「Ecologyのワ＝ 

環境の輪・和・環」という意味 

 

環境クラブ型シンジケート・ローン
の商品名として商標登録済 

環境格付シンジケートローン 



ＤＢＪ 環
境
ク
ラ
ブ
メ
ン
バ
ー 

佐賀
銀行 
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【事例紹介③】エコノワ 

 佐嘉吉野ヶ里ソーラー合同会社様 

 ＊メガソーラー事業を展開するＳＰＣ 

 ＊一体で経営されている親会社ＮＴＴファシリティーズ㈱の環境格付評価に
基づき、シンジケートローンを組成 

（シンジケートローンスキーム図） 

ＮＴＴファシリティーズ 

佐嘉吉野ヶ里 
ソーラー合同会社 環境クラブ型 

シンジケートローン 

「エコノワ」 

ＤＢＪ環境格付評価 

環境モニタリング 

100％出資 

環境格付シンジケートローン 
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